
グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

平成27年度全国平均

※　「経常収支比率」、「累積欠損金比率」、「流動比率」、「有形固定資産減価償却率」及び「管渠老朽化率」については、法非適用企業では算出できないため、法適用企業のみの類似団体平均値及び全国平均を算出しています。
※　平成23年度から平成25年度における各指標の類似団体平均値は、当時の事業数を基に算出していますが、企業債残高対事業規模比率、管渠老朽化率及び管渠改善率については、平成26年度の事業数を基に類似団体平均値を算出しています。

経営比較分析表
山口県　周南市

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 人口（人） 面積(km2) 人口密度(人/km2)

224.72 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 有収率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 処理区域内人口(人) 処理区域面積(km2) 処理区域内人口密度(人/km2)

法適用 下水道事業 公共下水道 Ad 147,482 656.29

－

- 68.51 83.81 67.08 3,216 123,213 28.79 4,279.72 【】

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

　経常収支比率は、類似団体平均値と比較すると低
いが、100％を上回っており、経常収支は黒字であ
る。
　累積欠損金は、発生していない。
　流動比率は、100％を下回っているものの、類似
団体と比較すると高い。会計制度改正により25年度
までは借入資本金とされていた建設改良費等に充て
られた企業債等が流動負債に計上されたため
67.87％となった。短期的な債務に対する支払能力
という意味では、翌年度の使用料収入等が原資とし
て予定されており問題ない。
　企業債残高対事業規模比率は、類似団体平均値と
比較すると低くなっているが、料金収入に対し約9
倍の企業債残高があることとなる。なお、27年度は
26年度と比較して比率が約2倍となっているが、こ
れは、27年度より企業債残高から控除される一般会
計が負担する企業債残高の計算方法を変更し、これ
までの減価償却費や支払利息等の算定方法から、元
金償還額のみによって算出する方法に改めたことに
よるもので、企業債残高そのものは減少している。
　経費回収率は、100％を上回り、使用料で回収す
べき経費は使用料で賄えている。
　汚水処理原価は、類似団体平均値と比較すると低
く抑えられている。
　施設利用率は、類似団体平均値と比較すると高く
71.48％となった。
　水洗化率は、類似団体平均値と同程度の数値であ
る。

「経常損益」 「累積欠損」 「支払能力」 「債務残高」

2. 老朽化の状況について

　有形固定資産減価償却率は、類似団体と比較する
と低い。しかしながら、企業会計へ23年度に移行し
た際、減価償却が終わっていない部分のみを固定資
産に計上したことが影響しており、必ずしも類似団
体に比べて施設の老朽化が進んでいないということ
ではない。
　管渠老朽化率は、類似団体平均値と比較すると高
い。本市では、古い施設が昭和41年に供用を開始し
ており、今後も法定耐用年数を経過した管渠延長が
増加することとなる。
　管渠改善率は、類似団体平均値と比較すると低
い。長寿命化の調査結果により管渠改善を行ってお
り、マンホール蓋の改修なども含め優先順位をつけ
て実施しているが、管路の総延長も長いため、改善
率には反映されにくい。

「料金水準の適切性」 「費用の効率性」 「施設の効率性」 「使用料対象の捕捉」

2. 老朽化の状況

全体総括

　現状における経営状態については、経常収支は黒
字で推移しており、流動比率等の指標についても類
似団体と比較して良好な状態である。
　しかしながら、管渠老朽化率にも見られるよう
に、施設の老朽化が進んできており、点検・診断・
改築更新を体系的に捉えたストックマネジメント計
画等を作成し、施設の長寿命化や耐震化を進める必
要がある。
　また、企業債残高についても、発行額の抑制や改
築施設の耐用年数に応じた適切な借入年数の設定な
どにより計画的に削減に努め、経営の安定化を図ら
なければならない。

「施設全体の減価償却の状況」 「管渠の経年化の状況」 「管渠の更新投資・老朽化対策の実施状況」

0.00

0.05

0.10

0.15

0.20

0.25

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 0.03 0.00 0.00 0.03 0.02

平均値 0.11 0.14 0.11 0.08 0.22

99.00

100.00

101.00

102.00

103.00

104.00

105.00

106.00

107.00

108.00

109.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 102.45 104.01 105.71 102.69 104.13

平均値 104.92 104.17 105.07 108.53 108.52

0.00

5.00

10.00

15.00

20.00

25.00

30.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 2.30 4.42 6.40 13.70 16.92

平均値 16.55 16.02 16.56 28.35 27.96

0.00

1.00

2.00

3.00

4.00

5.00

6.00

7.00

8.00

9.00

10.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 5.95 7.14 7.57 8.16 9.43

平均値 2.70 2.68 2.82 3.05 3.40

①経常収支比率(％)

0.00

5.00

10.00

15.00

20.00

25.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平均値 23.04 19.97 23.32 4.72 4.87

0.00

50.00

100.00

150.00

200.00

250.00

300.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 193.03 140.11 244.65 54.85 67.87

平均値 150.23 152.78 179.30 45.99 47.32

0.00

200.00

400.00

600.00

800.00

1,000.00

1,200.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 457.40 445.18 459.98 421.85 883.85

平均値 978.41 935.65 924.44 963.16 1,017.47

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 105.94 108.03 106.88 103.06 108.40

平均値 88.02 90.14 90.24 94.82 96.37

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

140.00

160.00

180.00

200.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 144.92 142.25 148.45 160.88 152.80

平均値 172.91 169.64 170.22 162.88 162.65

62.00

64.00

66.00

68.00

70.00

72.00

74.00

76.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 70.54 73.61 72.17 69.29 71.48

平均値 68.21 67.57 67.10 67.95 66.63

91.00

91.50

92.00

92.50

93.00

93.50

94.00

94.50

95.00

95.50

96.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 95.30 95.41 95.33 94.19 94.33

平均値 92.80 92.87 93.01 93.12 93.38

②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対事業規模比率(％)
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①有形固定資産減価償却率(％) ②管渠老朽化率(％) ③管渠改善率(％)

【108.23】 【4.45】 【57.41】 【763.62】

【94.73】【60.01】【139.70】【98.53】

【36.85】 【4.56】 【0.23】
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グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

平成27年度全国平均

※　「経常収支比率」、「累積欠損金比率」、「流動比率」、「有形固定資産減価償却率」及び「管渠老朽化率」については、法非適用企業では算出できないため、法適用企業のみの類似団体平均値及び全国平均を算出しています。
※　平成23年度から平成25年度における各指標の類似団体平均値は、当時の事業数を基に算出していますが、企業債残高対事業規模比率、管渠老朽化率及び管渠改善率については、平成26年度の事業数を基に類似団体平均値を算出しています。

全体総括

　特定環境保全公共下水道事業は、事業規模が小さ
く経営効率も悪いため、収益的収支での黒字は見込
めない。
　現状では、一般会計からの繰入金により収支を均
衡させており、下水道使用料の設定など、公共下水
道事業の経費回収率等を勘案しながらの経営とな
る。
　公共下水道事業に比べると供用開始からの年数が
短い施設が多いが、今後は、ストックマネジメント
計画を策定し、計画的に施設・設備の更新を進め、
経営の安定化を図っていく必要がある。

「施設全体の減価償却の状況」 「管渠の経年化の状況」 「管渠の更新投資・老朽化対策の実施状況」

2. 老朽化の状況について

　有形固定資産減価償却率は、類似団体平均値と比
較すると低い。しかしながら、企業会計に23年度に
移行した際、減価償却が終わっていない部分のみを
固定資産に計上したことが影響しており、必ずしも
類似団体に比べて施設の老朽化が進んでいないとい
うことではない。
　管渠老朽化率と管渠改善率は、供用開始から21年
目の事業であり、法定耐用年数を経過した管渠は無
いため0％である。

「料金水準の適切性」 「費用の効率性」 「施設の効率性」 「使用料対象の捕捉」

2. 老朽化の状況

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

　経常収支比率は、一般会計からの繰入金により、収益
的収支を均衡させているため、特別利益との調整で
99.97％となった。
　累積欠損金は、発生していない。
　流動比率は、類似団体平均値と比較すると低い。会計
制度改正により25年度までは借入資本金とされていた建
設改良費等に充てられた企業債等が流動負債に計上され
たため29.32％となった。短期的な債務に対する支払能力
という意味では、翌年度の使用料収入や一般会計からの
繰入金等が原資として予定されており、問題ない。
　企業債残高対事業規模比率は、類似団体平均値と比較
すると高く、使用料収入に対し約21倍の企業債残高と
なった。なお、27年度は26年度と比較して比率が約2.8倍
となっているが、これは、27年度より企業債残高から控
除される一般会計が負担する企業債残高の計算方法を変
更し、これまでの減価償却費や支払利息等の算定方法か
ら、元金償還額のみによって算出する方法に改めたこと
によるもので、企業債残高そのものは減少している。
　経費回収率は、類似団体平均値と比較すると高いが、
100％を下回り、使用料で回収すべき経費の全額は使用料
で賄えていない。事業規模が小さく経営効率も悪い事業
を政策的に公共下水道事業と同料金の設定としているた
めである。
　汚水処理原価は、類似団体平均値と比較すると低く抑
えられている。公共下水道事業と維持管理等を一括運営
していることなどが影響している。
　施設利用率は、類似団体平均値と比較すると低い。処
理場整備時の処理人口の見込みに対する人口減少等が影
響している。
　水洗化率は、類似団体平均値と比較すると高い。

「経常損益」 「累積欠損」 「支払能力」 「債務残高」

－

- 62.22 2.49 97.41 3,216 3,664 1.54 2,379.22 【】

224.72 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 有収率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 処理区域内人口(人) 処理区域面積(km2) 処理区域内人口密度(人/km2)

法適用 下水道事業 特定環境保全公共下水道 D2 147,482 656.29

経営比較分析表
山口県　周南市

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 人口（人） 面積(km2) 人口密度(人/km2)
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②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対事業規模比率(％)

⑤経費回収率(％) ⑥汚水処理原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧水洗化率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管渠老朽化率(％) ③管渠改善率(％)

【100.36】 【98.78】 【58.70】 【1,457.06】

【81.28】【40.31】【250.25】【64.73】

【22.75】 【0.03】 【0.10】
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グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

平成27年度全国平均

※　「経常収支比率」、「累積欠損金比率」、「流動比率」、「有形固定資産減価償却率」及び「管渠老朽化率」については、法非適用企業では算出できないため、法適用企業のみの類似団体平均値及び全国平均を算出しています。
※　平成23年度から平成25年度における各指標の類似団体平均値は、当時の事業数を基に算出していますが、企業債残高対事業規模比率、管渠老朽化率及び管渠改善率については、平成26年度の事業数を基に類似団体平均値を算出しています。

全体総括

　農業集落排水事業は、事業規模が小さく経営効率
も悪いため、収益的収支での黒字は見込めない。
　現状では、一般会計からの繰入金により収支を均
衡させており、下水道使用料の設定など、公共下水
道事業の経費回収率等を勘案しながらの経営とな
る。
　経費節減に努め、施設の維持管理・更新を計画的
に進めなければならない。

「施設全体の減価償却の状況」 「管渠の経年化の状況」 「管渠の更新投資・老朽化対策の実施状況」

2. 老朽化の状況について

　有形固定資産減価償却率は、類似団体平均値と比
較すると低い。しかしながら、企業会計に23年度に
移行した際、減価償却が終わっていない部分のみを
固定資産に計上したことが影響しており、必ずしも
類似団体に比べて施設の老朽化が進んでいないとい
うことではない。
　管渠老朽化率と管渠改善率は、供用開始から29年
目の事業であり、法定耐用年数を経過した管渠は無
いため0％である。

「料金水準の適切性」 「費用の効率性」 「施設の効率性」 「使用料対象の捕捉」

2. 老朽化の状況

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

　経常収支比率は、一般会計からの繰入金により、収益的収支
を均衡させているため、特別利益との調整で99.88％となっ
た。
　累積欠損金は、発生していない。
　流動比率は、類似団体平均値と比較すると高い。会計制度改
正により25年度までは借入資本金とされていた建設改良費等に
充てられた企業債等が流動負債に計上されたため63.46％と
なった。短期的な債務に対する支払能力という意味では、翌年
度の使用料収入や一般会計からの繰入金等が原資として予定さ
れており、問題ない。
　企業債残高対事業費規模比率は、類似団体平均値と比較して
高く、使用料収入に対して約22倍の企業債残高となった。な
お、27年度は26年度と比較して比率が約3倍となっているが、
これは、27年度より企業債残高から控除される一般会計が負担
する企業債残高の計算方法を変更し、これまでの減価償却費や
支払利息等の算定方法から、元金償還額のみによって算出する
方法に改めたことによるもので、企業債残高そのものは減少し
ている。
　経費回収率は、類似団体平均値と比較すると高いが、100％
を下回り、使用料で回収すべき経費の全額は使用料で賄えてい
ない。事業規模が小さく経営効率も悪い事業を政策的に公共下
水道事業と同料金の設定としているためである。
　汚水処理原価は、類似団体平均値と比較すると低く抑えられ
ている。公共下水道事業と維持管理等を一括運営していること
などが影響している。
　施設利用率は、類似団体平均値と比較すると高い。
　水洗化率は、類似団体平均値と比較すると高い。なお、27年
度と26年度とを比較して、水洗化率が約14.38ポイント上昇し
ているが、これは、この間に何らかの施策・事業に起因して水
洗便所に切替えたことにより水洗便所設置済人口が極端に伸び
たためではなく、より実態を把握するため、このたび処理区域
内人口と水洗便所設置済人口について、全世帯を対象に改めて
精査したためである。

「経常損益」 「累積欠損」 「支払能力」 「債務残高」

－

- 49.10 3.50 75.96 3,216 5,149 2.66 1,935.71 【】

224.72 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 有収率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 処理区域内人口(人) 処理区域面積(km2) 処理区域内人口密度(人/km2)

法適用 下水道事業 農業集落排水 F2 147,482 656.29

経営比較分析表
山口県　周南市

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 人口（人） 面積(km2) 人口密度(人/km2)

0.00

0.01

0.02

0.03

0.04

0.05

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平均値 0.03 0.04 0.03 0.02 0.01

88.00

90.00

92.00

94.00

96.00

98.00

100.00

102.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 100.23 100.18 100.19 101.19 99.88

平均値 94.12 92.74 93.62 97.53 99.64

0.00

5.00

10.00

15.00

20.00

25.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 1.81 3.61 5.41 12.93 15.95

平均値 8.35 9.00 10.11 20.68 22.41

0.00

0.01

0.02

0.03

0.04

0.05

0.06

0.07

0.08

0.09

0.10

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平均値 0.00 0.09 0.08 0.08 0.00

①経常収支比率(％)

0.00

50.00

100.00

150.00

200.00

250.00

300.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平均値 262.73 243.13 280.08 223.09 214.61

0.00

50.00

100.00

150.00

200.00

250.00

300.00

350.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 144.80 321.76 144.97 41.25 63.46

平均値 194.53 162.52 124.20 33.03 29.45

0.00

500.00

1,000.00

1,500.00

2,000.00

2,500.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 1,196.36 1,202.79 1,151.59 740.14 2,240.57

平均値 1,239.20 1,197.82 1,126.77 1,044.80 1,081.80

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 50.95 48.69 54.32 64.27 64.14

平均値 51.56 51.03 50.90 50.82 52.19

0.00

50.00

100.00

150.00

200.00

250.00

300.00

350.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 307.73 321.30 296.84 258.87 259.75

平均値 283.26 289.60 293.27 300.52 296.14

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

80.00

90.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 78.26 74.74 75.26 72.54 77.46

平均値 55.20 54.74 53.78 53.24 52.31

70.00

75.00

80.00

85.00

90.00

95.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 81.59 81.78 81.76 79.06 93.44

平均値 83.73 83.88 84.06 84.07 84.32

②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対事業規模比率(％)

⑤経費回収率(％) ⑥汚水処理原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧水洗化率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管渠老朽化率(％) ③管渠改善率(％)

【99.88】 【203.67】 【34.01】 【1,015.77】

【84.50】【52.74】【289.81】【52.78】

【21.94】 【0.00】 【0.03】

41



グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

平成27年度全国平均

※　「経常収支比率」、「累積欠損金比率」、「流動比率」、「有形固定資産減価償却率」及び「管渠老朽化率」については、法非適用企業では算出できないため、法適用企業のみの類似団体平均値及び全国平均を算出しています。
※　平成23年度から平成25年度における各指標の類似団体平均値は、当時の事業数を基に算出していますが、企業債残高対事業規模比率、管渠老朽化率及び管渠改善率については、平成26年度の事業数を基に類似団体平均値を算出しています。

全体総括

　漁業集落排水事業は、事業規模が小さく経営効率
も悪いため、収益的収支の黒字は見込めない。元々
の処理区域内人口が少ない上に、人口減少が進んで
おり、一般会計からの繰入金が欠かせない状況にあ
る。
　現状では、一般会計からの繰入金により収支を均
衡させており、下水道使用料の設定など、公共下水
道事業の経費回収率等を勘案しながらの経営とな
る。
　マンホールポンプが耐用年数に近づいており、今
後、更新・修繕が見込まれ、公共下水道事業との一
括経営により、一層の経費の節減に努めなければな
らない。

「施設全体の減価償却の状況」 「管渠の経年化の状況」 「管渠の更新投資・老朽化対策の実施状況」

2. 老朽化の状況について

　有形固定資産減価償却率は、類似団体平均値と比
較すると低い。しかしながら、企業会計に23年度に
移行した際、減価償却が終わっていない部分のみを
固定資産に計上したことが影響しており、必ずしも
類似団体に比べて施設の老朽化が進んでいないとい
うことではない。
　管渠老朽化率と管渠改善率は、供用開始から19年
目の事業であり、法定耐用年数を経過した管渠は無
いため、0％である。

「料金水準の適切性」 「費用の効率性」 「施設の効率性」 「使用料対象の捕捉」

2. 老朽化の状況

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

　経常収支比率は、一般会計からの繰入金により収益的
収支を均衡させているため、100.07％となった。
　累積欠損金は、発生していない。
　流動比率は、類似団体平均値と比較して低い。事業規
模が小さく、現金預金等の流動資産はほとんど計上され
ていない。会計制度改正により25年度までは借入資本金
とされていた建設改良費等に充てられた企業債等が流動
負債に計上され6.14％となった。短期的な負債に対する
支払能力という意味では、翌年度の使用料収入や一般会
計からの繰入金等が原資として予定されており、問題な
い。
　企業債残高対事業規模比率は、類似団体平均値と比較
して高く、使用料収入に対し約16倍の企業債残高となっ
た。なお、27年度は26年度と比較して比率が約2.8倍と
なっているが、これは、27年度より企業債残高から控除
される一般会計が負担する企業債残高の計算方法を変更
し、これまでの減価償却費や支払利息等の算定方法か
ら、元金償還額のみによって算出する方法に改めたこと
によるもので、企業債残高そのものは減少している。
　経費回収率は、類似団体平均値と比較すると高いが、
100％を下回り、使用料で回収すべき経費の全額は使用料
で賄えていない。事業規模が小さく経営効率も悪い事業
を政策的に公共下水道事業と同料金の設定としているた
めである。
　汚水処理原価は、類似団体平均値と比較すると低い。
漁業集落排水事業独自の処理場を建設せず、公共下水道
の処理場に接続していることが影響している。
　施設利用率は、公共下水道の処理場に接続しており、
漁業集落排水事業としては算出されない。
　水洗化率は、類似団体平均値と比較すると低い。

「経常損益」 「累積欠損」 「支払能力」 「債務残高」

－

- 75.96 0.23 100.00 3,216 334 0.13 2,569.23 【】

224.72 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 有収率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 処理区域内人口(人) 処理区域面積(km2) 処理区域内人口密度(人/km2)

法適用 下水道事業 漁業集落排水 H2 147,482 656.29

経営比較分析表
山口県　周南市

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 人口（人） 面積(km2) 人口密度(人/km2)

0.00

0.05

0.10

0.15

0.20

0.25

0.30

0.35

0.40

0.45

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平均値 0.40 0.36 0.14 0.05 0.18

75.00

80.00

85.00

90.00

95.00

100.00

105.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 100.00 101.30 100.00 100.02 100.07

平均値 90.57 87.00 99.06 99.08 97.28

0.00

5.00

10.00

15.00

20.00

25.00

30.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 1.48 2.95 4.41 12.73 15.85

平均値 7.55 5.53 10.75 23.85 27.17

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平均値 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

①経常収支比率(％)

0.00

50.00

100.00

150.00

200.00

250.00

300.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平均値 147.77 215.27 233.19 221.59 244.06

0.00

200.00

400.00

600.00

800.00

1,000.00

1,200.00

1,400.00

1,600.00

1,800.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 133.51 162.14 100.00 16.04 6.14

平均値 1,039.22 1,540.03 71.86 56.86 57.91

0.00

200.00

400.00

600.00

800.00

1,000.00

1,200.00

1,400.00

1,600.00

1,800.00

2,000.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 703.51 649.65 638.14 608.08 1,681.03

平均値 1,723.10 1,665.33 817.63 830.50 1,029.24

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

80.00

90.00

100.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 78.26 85.88 80.71 76.92 77.55

平均値 35.91 37.92 46.31 43.66 43.13

0.00

50.00

100.00

150.00

200.00

250.00

300.00

350.00

400.00

450.00

500.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 209.54 189.60 204.09 224.25 223.89

平均値 459.38 438.71 349.08 382.09 392.03

0.00

5.00

10.00

15.00

20.00

25.00

30.00

35.00

40.00

45.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 - - - - -

平均値 32.04 33.81 39.42 39.68 35.64

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

80.00

90.00

100.00

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 84.42 84.74 86.02 84.44 75.15

平均値 68.86 68.70 82.97 83.95 82.92

②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対事業規模比率(％)

⑤経費回収率(％) ⑥汚水処理原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧水洗化率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管渠老朽化率(％) ③管渠改善率(％)

【97.91】 【206.51】 【77.25】 【1,052.66】

【77.87】【33.90】【424.58】【40.22】

【25.29】 【0.00】 【0.13】
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